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1.　はじめに
　グローバル化が進み、情報通信や運輸交通手段が発展することによって、世界中でカ
ネ、モノ、ヒトの移動が著しい。特に、ヒトの移動はその対象が生身の人間であるからこ
そ、出身国と受け入れ国の社会構造に及ぼす影響力が大きい。
　2005年の UNの発表によると、全世界の人口の約 65億人中、約 3パーセント（1億
9100万人）が国際移住によって出生国ではない他国家に住んでいるという。先進国の国
民の 10分の 1、開発途上国の国民のうち 70分の 1が移住民であり、10人の国際移住者中
6人が母国より所得水準が相対的に高い国家に移り住んでいる。これは 1960年代の 7500
万人と比べおよそ 2.5倍も増加したものであり、以前より国際移住の形態が多様化してい
ることがわかる。
　このような中、先進諸国をはじめとする多くの国々が、多文化社会化の過程で起こる摩
擦を防ぎ、社会を安定的に維持するために、多文化主義政策を導入している。
　「多文化主義」は、1960年代にマイノリティー集団が文化的権利の承認を要求した市民
権運動にそのはじまりを見ることができる（오경석、2007）。
　Kymlicka（1996）によると、多文化主義は多様性をもった国家の運営のための唯一の代
案であり、마르티니엘로（2002）は、多文化主義は社会の中にある様々な種類の多様性を
認める多様な方法だとしている。多文化主義政策は、多様な文化が混在する国家におい
て、文化的異質性によって起こる社会的葛藤や文化的暴力を緩和させるものとして有効で
あり、主にマイノリティー集団の政治的、社会的、経済的、文化的、言語的不平等を改善
させることによって、安定的な社会統合を目指すものである。
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6　しかし、各国家において、歴史的背景や政治的理念に基づき、その定義は多様に解釈さ
れている。早くから多文化主義政策を提唱してきたオーストラリアやカナダでも、多文化
主義の必要性が認識されはじめたのは 1970年代からであり、未だ多文化社会における政
策や議論は試行錯誤の段階にあるといえよう。
　多くの国で多文化社会化が進む中、韓国社会の多様化と、それに伴う多文化主義政策に
は特に目を見張るものがある。60～70年代の急速な経済発展を遂げるまで、韓国は 40年
間植民地支配を受け、独立後は同胞間の殺戮を経験し、それらの苦境を「単一民族」とし
ての正当性を主張することによって乗り越えてきた。民族主義によって国民は団結した
が、同時に韓国社会の他民族に対する排他性は幾度も国内外で指摘されてきた。
　90年代までも、外国人に対して敵対心や恐怖心を隠さなかった韓国社会が多文化主義
政策を採用し、社会的にも多文化社会としてのコンセンサスをある程度共有し始めたこと
は興味深いことである。「多文化」というキーワードは政府関係者から学者、NGO関係
者まで多岐にわたる分野で活発に議論されており、メディアの関心も高い。このような状
況を、経済発展や近代化、民主化という要素だけではなく、韓国社会の特殊性の中で改め
て捉えなおす必要がある。
　多文化主義政策が活発である多くの国々では、移民者たちによってその国が建国された
り早くから旧植民地出身の移民を受け入れてきたことから、多様な人種と民族の存在およ
び異文化間の「差異」が早くから認識されてきた。しかし韓国の状況は異なる。もちろ
ん、韓国が「単一民族」であるという認識は全く誤ったものであるが、人種や民族の「差
異」がほとんど意識されることなく、文化における同一性を長年保ってきたことも事実で
ある。同じ文化圏で同じ価値観を共有し、均質的な文化を維持してきた上、韓国は日本か
らの独立運動を通して、より民族主義が強化されることとなった。
　このように、単一な民族性を持つと自負してきた、韓国や日本をはじめとするアジアの
主要国家が多文化社会化していく中で、欧米のモデルとは異なったアプローチが必要と考
えられる。
　本論文では、現在アジア地域において最も多文化主義政策を積極的に進めている韓国の
政策を考察することによって、単にアメリカやカナダ、オーストラリアで行われてきた先
行的な政策の適用ではなく、東アジア地域の文化と歴史的背景を踏まえた独自的な多文化
主義政策の在り方を模索していくための基礎研究を行う。
2.　韓国の多文化主義政策
　（1）　韓国の多文化社会化とその現状　　　
　韓国社会の多文化社会化の要因としては、グローバル化に伴う市場開放、経済成長、結
 7韓国の多文化主義政策の現状とその特徴
婚における不均衡、農村地域の過疎化などを挙げることができる。
　かつて外国に移民労働者を送り出す側であった韓国は、80年代後半から中小企業にお
ける人手不足のために外国人労働者を受け入れ始めた。また、90年代、グローバル化に
伴い国内の資本市場と労働市場が開放されることによって、より多くの外国資本と労働力
が流入することとなった。同じ時期に、農村の過疎化、女性の高学歴化や晩婚化などによ
って、農村地域の男性が配偶者を探すことが困難であることが社会問題として懸念される
ようになった。日本と同様、韓国の農村地域でも、「外国人花嫁」を迎え入れることによ
って、農村における結婚問題の解決をはかった。過疎化に悩まされていた地方自治体も積
極的で、結婚を目的に移住して来た外国人配偶者の母国の家族にプレゼントを贈ったり、
国際結婚したカップルに支援金を渡すなど、国際結婚を推奨する動きが活発であった。
　国際結婚は 1990年 4710件、2000年には 1万 2319件と、10年間で 2.6倍も増加した。
2007年には 3万 8491件で 2000年に比べてさらに 3.1倍になっている。全体の結婚に占め
る割合は 1990年 1.2パーセントから 2007年に 11.1パーセントを占め、多文化家族（韓国
人と外国人配偶者から成る家族）が非常に速い速度で増加していることがわかる。
　多文化家族のもとで生まれた子供の数も、2006年の 2万 5000人から 2007年には 4万
4000人、2008年には 5万 8000人と毎年その数が急増している。韓国に居住する外国人の
数は 120万人を越え（2009年 1月）、数値としては他国に比べ多くないものの、全体に占
める割合としては 2パーセントを超える。
　ちなみに日本は、居住する外国人の数が 155万 5505人であり総人口の 2パーセントに
満たず、2005年総婚姻数に対する国際結婚比率は 5.8パーセントである。今後韓国では、
低出産、高齢化の深化、グローバル化、情報産業の発達などにより多文化家族の規模は
2020年 30万 7000人、2030年には 46万 7000人になるだろうと推測されている。
　（2）　主要な多文化主義政策
　2000年から、多文化主義政策は「外国人花嫁」の支援を目的として政府機関の一部で
ある女性家族部（Ministry of Gender Equality and Family、当時の名称）によって進めら
れた。しかし、市民団体やメディアを通し国際結婚における問題点が指摘されるようにな
ってから、政府および地方自治体が具体的な取り組みを開始した。政府は 2004年から全
国的な実態調査を行い、2005年には大統領の指示によって、外国人配偶者とその子供の
人権問題の改善が課題として取り上げられることとなった。
　次第に多文化家族が社会の構成員として編入されることにより、韓国社会は多人種・多
文化社会へと急激に変貌をとげていると指摘されることになる（유정현、2007）。それに先
立つ 2006年、政府は結婚移住者に対する社会統合支援対策を発表した。初期の法案は、
多文化家族の社会適応を助け、韓国社会への統合を目指しており、「同化主義」の要素も
8見られたものの、政府が具体的な支援方法を打ち出したという点で画期的なものだった。
この政策は 2007年に「在韓外国人処遇基本法」、2008年「多文化家族支援法」の制定へ
とつながった。
　政策における見直しも活発であり、政府傘下の全国多文化家族支援センターを管理して
いる全国多文化家族事業支援団は、多文化家庭の父親のための教育平準マニュアルを整備
し、外国人妻だけでなく、その男性と家族全体を支援する方向へ転換しつつある。全国
80か所以上に設置されている多文化支援センターでは、外国人配偶者における様々なプ
ログラムを提供しており、外国人配偶者は韓国語教室、法律相談、パソコン教育や就労教
育を受けることが可能だ。
　多文化主義政策に関わる主な法律としては、以下の 3つがある。
①　「在韓外国人処遇基本法」：2007年、多文化主義政策の背景となる法・制度的基盤
を構築するために法務部が制定した。在韓外国人が韓国社会に適応し、個人の能力を
十分に発揮し、韓国人と外国人がお互いを理解し尊重する社会環境をつくり、韓国の
発展と社会統合に貢献することにその目的をおいている。
　法律では、結婚移民者とその子供に対する差別禁止を規定しており、韓国国民と事実婚
関係によって生まれた子供を養育している在韓外国人とその子供に対する配慮がなされて
いることが特徴である、しかし、ここで指す在韓外国人とは合法的な資格を持つ者だけを
意味し、不法滞在者における人権擁護や子女の出入国問題、社会保障に対する言及はな
い。このような点から、この法律は外国人の実質的な権利の擁護よりは国家の政策を効率
的に開発し、推進するための法律であると一部で指摘されている。また、「結婚移民者と
その子女が韓国社会に早く適応できるように支援する」という第 12条の条文において、
現代の多文化主義的考え方にそぐわない同化主義的表現であると批判されている。
②「多文化家族支援法」：保健福祉家族部が主導的に参加し、2008年に制定された。
多文化家族の構成員が安定的な家庭生活を営み、彼らの生活の質が向上されることを
目指す。
　多文化家族の、言語や文化的差異による社会不適応や家庭内の葛藤を緩和させるために
家族相談、夫婦教育、親や家族に対する教育を推進し、言語通訳や法律相談および行政支
援の専門的なサービスを提供するなど、多文化家族に対する支援政策の制度的枠組みを作
るための基盤となるものである。法律では、平等な家族関係の維持（第 7条）、多言語によ
るサービスの提供（第 11条）、多文化家族に対する支援施策（第 9条と第 14条）、多文化家族
支援センターの指定（第 12条）が明記されている。
　多文化家族を公式的に取り上げ、彼らに対する支援を制度化したという点で評価される
べきであるが、多文化家族の概念において外国人労働者や脱北者など韓国社会における多
様な家族の在り方が含まれていないことが指摘されている。
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③　「多文化社会統合プログラム履修制」：法務部が推進している。2009年 1月から、
韓国に長期滞在したり、長期滞在を予定している帰化申請者および一般国民（主に、
帰化申請者の配偶者および義父・母や親せき）に選択的に適応させ、段階的に永住資
格申請者等に拡大していく予定である。このプログラムを履修する帰化申請者には国
籍審査の待機期間の短縮や、帰化申請時の面接審査において加算点を与える。
　移民者に対しては韓国語および多文化社会の理解、一般国民に対しては多言語や多文化
社会に対する理解を深めるための教育が実施される。
　この制度によって結婚移民者や帰化申請者は筆記試験の免除や国籍習得期間の短縮など
の配慮を受ける。また、外国人だけではなく一般国民にも教育を実施することによって結
婚移民者の配偶者（主に夫）や韓国人側の両親や親せきの多文化理解を深めることができ
る。
　（3）　部署別に見た多文化主義政策
①　法務部（Ministry of Justice）
　法務部の多文化関連事業としては「多文化家庭法教育」、「外国人社会統合支援」、「社会
統合プログラム履修制運営」を挙げることができる。
②　保健福祉家族部（Ministry for Health, Welfare and Family Affairs）
　保健福祉家族部は「結婚移民者家族支援」、「結婚移民者家族支援センター運営支援」、
「結婚移民者家族訪問教育事業管理」、「結婚移民者家族教育サービス提供」、「多文化家族
表 1　各部署が行っている多文化政策
部署 政策分野 政策の対象 政策における主な活動
法務部 出入国、国籍、移民
入国外国人
一般国民
外国人政策の総括、移住民の社会統合、
滞留における秩序の維持
保健福祉家族部 家族福祉、社会福祉 多文化家族
結婚移住民女性の社会適応、多文化家族
の福祉
文化体育観光部 文化、体育、芸術、観光
移住民
一般国民
多文化家族に対する認識の改善、移住民
の文化、言語的適応支援
教育科学技術部 教育、人的資源の開発
移住民、移住
民の子供
多文化家庭の子女に対する教育支援
労働部 雇用 外国人労働者 外国人労働者の雇用許可および適応支援
行政安全部 地方行政 移住民 移住民の地域定着の支援
女性部 性平等、女性の人権 結婚移住女性
移住女性の人権保護、移住女性の社会的
適応支援
農林水産食品部 農業教育 移住女性 移住女性に対する農業教育
（各部署の資料を基に作成。）
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児童、青少年言語発達支援」、「国際結婚仲介業および結婚移民者定着支援」などの事業を
実施している。
③　文化体育観光部（Ministry of Culture, Sports and Tourism）
　文化体育観光部では「移住民文化適応および交流支援」と「多文化社会文化環境助成」
事業を通して所属および傘下機関で多文化と関連した多様な事業を展開している。国立中
央博物館では多文化対象者たちのアイデンティティーの確立と文化適応のため「多文化対
象者教育プログラム」および「多文化対象者行事」などを実施している。
④　教育科学技術部（Ministry of Education, Science and Technology）
　教育科学技術部は「多文化家庭子女教育支援事業」を実施する。この事業は多文化家庭
学生の学習能力を向上させ彼らが学校に上手く適応できるよう支援するため現場および需
要者中心の教育を強化し、教師や一般学生の多文化に対する理解と認識改善のため効果的
な教育基盤を構築することを目指している。事業遂行は中央多文化教育センター、教育大
学が設置されている 10か所の大学、生涯教育振興院、ユネスコアジア太平洋理解教育院
などで進行されている。
⑤　労働部（Ministry of Labor）
　労働部は「外国人勤労者支援センター支援」、「外国人雇用管理事業」、「外国人就業者管
理」などの事業を進めている。労働部は国籍を習得していない外国人は多文化主義政策の
適応範囲に当てはまらないとしており、他の部署に比べて、多文化政策に対して消極的で
ある印象を受ける。
⑥　行政安全部（Ministry of Public Administration and Security）
　行政安全部は「外国人住民の社会適応と自立支援」事業を実施しているが、この事業は
毎年急増する外国人住民を地域社会の一員として定着させるため外国人住民に対する総合
的で体系的な支援体系を構築し、国家で多様な外国人住民統合政策を樹立、施行すること
によって、外国人住民の地域社会における統合と多文化受容に対する国民的関心を向上さ
せるためのものである。
⑦　女性部（Ministry of Gender Equality）
　女性部は「移住女性就業支援」、「移住女性緊急救護および相談電話の運営」、「移住女性
の保護と暴力被害の予防」事業を実施している。
⑧　農林水産食品部（The Ministry for Food, Agriculture, Forestry and Fisheries）
　農林水産食品部では「農業家教育訓練（移住女性農業家 1：1営農教育）」を実施してお
り、この事業は農業従事を希望する農村地域の結婚移民者と専門女性農業人（後見人）を
連携させ、1：1で個々に合わせた教育を実施することによって優秀な女性農業家を養成
することを目指している。
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3.　韓国の多文化主義政策の特徴およびその限界　
　（1）　韓国の多文化主義政策の特徴
①　法、制度整備の迅速性
　90年代後半、国際結婚移住女性、移住労働者の数が急激に増加することによって彼ら
に対する処遇が重要な社会的イシューとして扱われることになった。それから間もなく
2000年から多文化主義に対する関心が徐々に高まり、2006年には政府主導の多文化主義
政策が行われることとなった。社会的現象と認識されてから実際の法律的枠組みに反映さ
れるまでかかった時間がこのように短いケースは、他の国においても類を見ない。
　90年代までも、外国産の電気製品や衣類を買うことは愛国心に反する行為という認識
が社会全体に蔓延していた韓国社会が、多文化社会化していく中で積極的に政策作りに取
り組んでいったことは非常に興味深い。かつてヨーロッパが経験した移民初期の寛容のレ
ベルを越え、差別禁止法制定を求める声が高くなっている。
②　政府の積極性　
　2005年から政府の政策で「多文化」という用語が頻繁に使われ始め、2006年からは
「多文化社会」に備えた多様な支援策が実施され始めた。韓国は、「官主導型多文化主義」
と言われる程、多文化主義政策の展開において政府の積極的な関与が見られる。そのた
め、短期間で、効率的な支援策が展開されることができる。
　しかし、その問題点としては、5年ごとに政権が変わることによって多文化主義政策に
おける方向性にも一貫性がなくなってしまうことである。政府傘下の機関が法律を運営す
るにあたって主導的な役割を果たしているのだが、その担当者が入れ替わってしまうこと
によって持続的で長期的な支援政策を実施することができない。また、法律に含まれる条
例や規則の適用においては担当者の解釈が大きな影響力を及ぼすため、担当者の専門性も
大事になってくる。単発的に、多くの政策を展開するのではなく、より長期的な視点から
プランを作り、持続させていく取り組みが必要である。
③　多文化家族に重点がおかれた政策
　外国の多文化主義政策では、ほとんどその焦点は外国人労働者や移民者家族にあてられ
ている。しかし韓国では、多文化主義政策に対する議論そのものが農村地域における「外
国人花嫁」の増加を受けて始まったこともあり、政策の中心は多文化家族とされている。
「多文化家族」は、法律上は、結婚移民者（帰化した者も含む）と韓国人によって構成さ
れる家族であるが、学者によっては韓国に移住してきた外国人同士の家族や脱北者の家族
も含めるべきであると主張する声もある。
　その定義については様々な批判があるものの、結婚移住者の家族における支援は、極め
て充実したものだと評価できる。結婚移住者本人だけではなく、韓国人側や、その子供に
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対する支援も重視されており、実際成果をあげている。
　これからは、多文化家族の概念が、外国人労働者や脱北者をも含むより広義の概念にな
り、政策の適用範囲も拡大されるべきだ。また、多文化主義政策における予算が、結婚移
民家族に限定されることによって、外国人労働者や留学生、難民に対する支援が不足して
いるのが現状であるが、韓国に在住する外国人のおよそ 50パーセントを占める外国人労
働者にも、関心を向ける必要がある。
　（2）　韓国の多文化主義政策の限界
①　事業の重複
　韓国は現在、多文化関連法律だけで 10個近くあり、ほとんどの政府機関の部署が多文
化と関連した政策を 1つ以上実行している。しかし、多文化に対する明確な概念が共有さ
れる前に次々と政策が展開されることによって、各部署所管の法律は政策目的において整
合性が見られない。そのため、各部署において事業が重複したり、単発的なものとして終
わってしまう可能性が生じる。
　多文化主義政策と関連した政策が各機関の体系的な連携のもとで行われていないと、多
文化関連事業の調整にあたって地方自治体はより困難を抱えることになりかねない。
　重複する代表的な事業としては、韓国語教育や文化適応プログラム、多文化理解教育等
を挙げることができる。これらのプログラムにおいて各部署が連携することによって、画
一的なプログラムを脱し、より特化した、専門的で効率的なプログラムの開発を目指すべ
きである。
　例えば、韓国語教育に関する事業をみると、法務部の「社会統合プログラム履修制度」
事業で韓国語教育、保健福祉家族部の「多文化家族支援センター設置運営」事業での韓国
語教育、文化体育観光部の国立国語院を通した移住民対象の韓国語・文化理解教育実施」
事業での韓国語教育、国立中央図書館の「多文化家庭のための読書振興コンテンツ開発推
進」事業での韓国語教育、労働部の外国人勤労者センターでの韓国語教育など部署別の重
複がみられる。もちろん韓国語教育は移住民のために重視されるべき重要な事業であるこ
とは確かであるが、韓国語教育に対する事業が部署別に全く独立した形で遂行されること
によって、お互いに補完的機能を果たすことができない。
　韓国語教育を各部署で重複して実施するよりは、部署間の連携を確立することでより体
系的で集中的な教育になるように調整する必要がある。
②　全体図の不在
　既存の多文化主義政策は「結婚移民者」や「多文化家族」または「多文化家庭の子供」
といった特定の対象に関心が向けられており、多文化主義を実現するにあたって重要とな
る全体的な見取図が見られなかった。
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　改めて韓国社会は本質的な部分における議論を始めるべきである。多文化主義が韓国の
社会において必要である理由と、その意義に対して韓国の歴史的文脈を視野に入れつつ考
察していかなくてはならない。
　多文化主義に対する活発な議論と関心は、韓国社会の特殊性に対する考慮を抜きにし
て、欧米の多文化主義の理論を受容するレベルで終わっていると指摘されるように（오정
석、2007）、システムだけ一人歩きするのではなく、その国の文化に基づいた政策の在り方
を考えていかなければならない。これは、韓国だけではなく、東アジア諸国における今後
の多文化主義政策の在り方を考えていく上でも貴重な作業となるに違いない。
　
4.　考察
　今日、韓国社会では多文化社会の実現のため政府、地方自治団体、市民団体にわたるま
で幅広い分野で努力がなされている。政府の各機関が実施している事業も、少しずつ成果
を出し始めており、特に法務部が今年から施行している「社会統合履修制」は、移民者の
初期における定着を目指す政府レベルの取り組みとして高く評価されている。
　全国の主要な大学では多文化主義政策と関連した研究所を設立する動きが活発であり、
市民団体や NGOの活動も地域に根差した形で効果的に行われている。
　しかし、前述したように、多文化主義政策が結婚移住者やその家族に主に焦点をあてて
おり、外国人労働者や難民の問題には対応できていないこと、また政府の傘下にある各部
署の事業が重複している等、改善すべき部分も多々存在する。
　多文化政策において注意すべきことは、単にエスニック・マイノリティのみに対する社
会政策ではないということである。国民全体に対して、まず社会の人口構成の多様化、エ
スニック・マイノリティの社会、経済、政治上の困難を認識させ、異文化、異言語に対す
る寛容性を育て、次に多文化社会化に合わせた、マジョリティ側の社会制度や組織の変更
の必要性を理解させることが先行されるべきである。多文化主義政策は、主流を含んだす
べての人のための政策であるべきだ。
　Joppke（2004）が、オーストラリア、アメリカ、オランダ、イギリスの例を取り上げな
がら、自由主義の拡大による多文化主義の後退を指摘しているように、自由主義的価値が
重視される今日の社会において、特に「すべての人のための政策である」という多文化主
義の意義が改めて確認されるべきである。
　確かに、多文化主義は国民社会の統合を維持するためのイデオロギーとして効果的に機
能するが、多文化主義を論じるにおいて、国内外を問わず、社会統合を目指す制度として
の側面だけが主に強調されてきたことも事実である。実際、経済界でも、出生率の増加
や、労働市場においての人的資源を期待できるとして多文化社会を評価してきた。　　
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　韓国においても、多文化社会を実現することによって得ることができる社会的、経済的
利益を強調する意見が目立つ。開放的な移民政策を通して、韓国の低出産問題の解決や、
専門知識や専門技術を持つ外国人を積極的に受け入れることによって韓国の経済的発展を
期待することができるという。もちろん、このような主張は説得力があり、妥当なもので
もある。
　しかし、脱福祉社会化や市場優先主義化が進む中、社会統合や経済的効果のみに焦点を
あてることによって、多文化主義の価値がその社会の時代的背景の中で看過されてしまう
恐れがある。
　経済的、社会統合的意味に注目して、多文化主義政策の必要性を強調する場合、逆に多
数の国民の関心が経済的側面に向けられることになって、多文化主義政策に伴う社会的支
出に対し抵抗感を抱く可能性がある。経済グローバル化の影響の中で、今日の社会になぜ
多文化主義が必要なのであり、その実現のためにどのような社会投資が必要であるかに対
する議論を看過してしまうと、結局国民のコンセンサスを得ることに失敗し、多文化主義
政策における予算を縮小したカナダのようなケースに陥りかねない。
　母国の文化と言語の尊重、エスニック・マイノリティの社会参加の増大などは社会統合
以前に異文化・異言語集団にとって、守られなければならない基本的な人権であり、それ
は何かしらの文化を享受しているマジョリティにあたる人々においても該当する。社会政
策によって、彼らの、我々の、最低限の生活の質が確保されるべきであり、その根幹に多
文化主義が存在していなければならない。 
　多文化主義政策に対し、人間が当然行使し得る基本的権利と人間の安全保障という大き
な枠組みからアプローチしていくことが求められている。　
5.　おわりに
　以上、一般的な理想モデルとされているオーストラリアやカナダ、フランスとは異なる
多文化主義政策を模索するため、韓国の多文化社会の現状を見てきた。基礎研究である本
論文では、韓国で多文化社会化が進んでいることを紹介し、現在どのような政策が施行さ
れ、その政策はどのような特徴を持っているかという考察に始終したため、それらの特徴
を生みだした原因やプロセス、また、政策の限界に対する代案を扱うことができなかっ
た。
　また、韓国で行われている多文化主義政策の内容については、殆ど政府機関や研究機関
の資料を参考としたため、そのような政策が現場にどのような影響を与え、その実効性が
どれだけ認められるものであるかに対する考察が不十分であった。
　今後は、本論文で考察した韓国の多文化主義政策の特徴と限界を基に、その原因と解決
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策をより深く考察し、韓国だけではなく東アジア地域に適用できる多文化主義政策のモデ
ルについて研究していきたい。
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